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判断が困難と考え、税の浸食と利益移転（Base Erosion and Profit Shifting、以下BEPS）問題解決の
一手段として定期的調整の導入を検討している。 
 そこで、2015年10月にOECDから発表された「Aligning Transfer Pricing Outcomes with Value 
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とを発端に4、2013年2月にOECDが「Addressing Base Erosion and Profit Shifting」5としてBEPS
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   行動計画8. 無形資産 
   行動計画9. リスクと資本 
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 最終レポート中の無形資産に係る記述において、2014年に発表された「BEPS Project Guidance on 
Transfer Pricing Aspects of Intangibles」からの大きな進展の一つは、ディスカッション・ドラフトを経
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 Appendix の判例 1 及び 2 のように、関連者間で無形資産を移転またはライセンスした対価により
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（「Transactions involving the transfer or use of HTVI」52） 
（OECD, ¶6.19153） 









（財務省規則 §1.482-4 ¶(f)(2)(i)総論） 




53 前註釈3,¶6.190, 192 and 193, pp. 110-111. 











































































                                            
















































































 OECDは「Transactions involving the transfer or use of HTVI」と記すことで、移転取引または使用
（ライセンスと解する）取引を対象にしている。 
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 根本的な問題として、第1章第4節に述べたように、最終完成レベル（level of ultimate success）が
何を意味するのか不明確である。よって、「最終完成レベル（level of ultimate success）が取引開始時に
予測困難である」とあるが、何を予測すればよいのか不明確である。 
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の検討–」. 税大論叢, p. 450. 
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というよりむしろ IRC338条の問題であるが、無形資産譲渡時の評価額（Fair Market Value、公正市場
価値）が争われた判例であるため、無形資産全体の評価額、商標及び商号と特許未出願技術の評価額に
ついて以下に詳しく検討する。 
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74 詳しくはAmerican Soc’y of Composers, Authors & Publishers v. Showtime/The Movie Channel, Inc., 
912 F. 2d 563, 569 (2d Cir. 1990) を参照。 
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Appendix 2 判例：Bausch & Lomb事件75 —ロイヤルティ取引の例— 




図2：Bausch & Lomb関係図 
 
 背景：ソフトコンタクトレンズ業界大手である米国法人のBausch & Lomb Incorporated（以下B&L）
は、将来的に国際市場、特に欧州市場での需要増加を見込み、1980年2月1日、アイルランドに製造、











 これに対し IRSは、1981年と1982年においてB&L IrelandがB&Lに支払うべき独立企業間ロイヤ
                                            
75 Bausch & Lomb Incorporated v. CIR, 92 T. C. 525, pp. 529-594. 





















ロイヤルティは、各々レンズの単価USD 7.50の12.81%、11.01%である、USD 0.9611、USD 0.8257
と考えられる。また、Dr. Ploktinの分析によると、一般的にロイヤルティ控除前営業利益はライセンサ
ーとライセンシー間で25:75の比率で配分される。 






まず、1980年にB&LがB&L Ireland工場の収益性検討について参照したSpecial Expenditure 
                                            
77 対してB&L Irelandが申告した課税所得は、1981年においてはUSD 2,359,331、1982年においてはUSD 

























1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 合計
予想売上ユニット数 - 1,000 2,100 3,100 3,200 3,225 2,580 1,935 1,290 645 19,075
予想単価 - 7.50 7.50 6.50 6.00 5.50 5.00 4.50 4.00 3.50 -
予想売上高 - 7,500 15,750 20,150 19,200 17,738 12,900 8,708 5,160 2,258 109,363
ロイヤルティ控除前予想営業
利益
-1,231 2,554 6,415 8,119 8,800 9,693 6,167 3,287 1,053 -537 44,320
単位：千USD
1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 合計
ロイヤルティ控除前予想営業
利益
-1,231 2,554 6,415 8,119 8,800 9,693 6,167 3,287 1,053 -537 44,320
ロイヤルティ（ 57%と仮定） - 4,275 8,978 11,486 10,944 10,110 7,353 4,963 2,941 1,287 62,337
ロイヤルティ控除後予想営業
利益
























1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 合計
ロイヤルティ控除前予想営業
利益
-1,231 2,554 6,415 8,119 8,800 9,693 6,167 3,287 1,053 -537 44,320
ロイヤルティ（15%と仮定） - 1,125 2,363 3,023 2,880 2,661 1,935 1,306 774 339 16,405
ロイヤルティ控除後予想営業
利益
-1,231 1,429 4,053 5,097 5,920 7,032 4,232 1,981 279 -876 27,915
本件事業の割引現在価値
（内部収益率35%）
-1,231 1,058 2,224 2,071 1,782 1,568 699 242 25 -59 8,379
単位：千USD
1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 合計
ロイヤルティ控除前予想営業
利益
-1,231 2,554 6,415 8,119 8,800 9,693 6,167 3,287 1,053 -537 44,320
ロイヤルティ（20%と仮定） - 1,500 3,150 4,030 3,840 3,548 2,580 1,742 1,032 452 21,874
ロイヤルティ控除後予想営業
利益
-1,231 1,054 3,265 4,089 4,960 6,146 3,587 1,546 21 -989 22,446
本件事業の割引現在価値
（内部収益率27%）
-1,231 830 2,024 1,996 1,907 1,860 855 290 3 -115 8,419
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単位：USD 
 1981年 1982年 
B&Lに実際支払ったロイヤルティ額 418,699 1,368,000 
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